
歴史資料等の積極収集に関する検討会議 

 
 

日 時：平成 30 年７月 13 日（金） 
16 時 00 分～17 時 00 分 

場 所：国立公文書館４階会議室 
 

議題・配付資料 
 
１ 平成 29 年度積極収集にかかる取組みについて（報告） 

 
２ 平成 30 年度積極収集にかかる取組みの方向性について（報告） 

 
３ 歴史資料等の積極収集事業実施方針の策定に向けて 

 
４ その他 

 

【配付資料】 
 

資 料１   平成 29 年度積極収集にかかる取組みについて（報告） 
資 料２   平成 30 年度積極収集にかかる取組みの方向について（報告） 
資 料３   歴史資料等の積極収集事業実施方針の策定に向けて 





平成 29 年度積極収集にかかる取組について 

 

（積極収集の位置付け） 

・国立公文書館法第 11 条第 1項第 1号及び第 7号（平成 29 年度目標） 

 

１．歴史公文書等を補完・補強する資料の収集 

デジタル化による資料の収集（パイロット事業）       参考１－１ 

・三井文庫所蔵「旧大蔵省文庫筆写資料」（デジタル化して収集） 

（原則）歴史公文書等を補完・補強できる確かな記録 

（実績）399 件 55,031 コマをデジタル化し、閲覧室で提供（平成 30 年 3 月）。 

 

・「外邦図デジタルアーカイブ」作成委員会保有データ（デジタル化されたデ

ータを収集） 

（指標）軍事的衝突・紛争 

（実績）15,303 画像を収集。※閲覧室で 411 点提供（明治期刊行分、平成 30

年 5 月） 

 

（課 題） 

・デジタル化による資料の収集にかかる業務フローの課題等。 参考１－２ 

・オーラルヒストリー・購入の実施に向けた検討。 

 

２．歴史公文書等の所在情報の把握 

・「公文書館未設置の県・政令指定都市」及び「都道府県立図書館」を対象に

実施。 

 

（課 題） 

・所在情報の把握先のフォローアップ。収集した所在情報の提供の検討。 

 

３．外部への支援と他機関との協力体制の構築 

（課 題） 

・研究者の成果物の受け皿に向けた試行的な受入れ 

（例：既に実施されたオーラルヒストリー成果物等の収集） 

・他機関との協力体制の構築に向けた検討 
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平成 30 年度積極収集にかかる取組みの方向性について 

 

（積極収集の位置付け） 

・国立公文書館法第 11 条第 1項第 1号及び第 7号（平成 30 年度目標） 

 

１．歴史公文書等を補完・補強する資料の収集        参考２－１ 

デジタル化による資料の収集（明治期資料の保全事業） 

・東京大学大学院法学政治学研究科附属近代日本法政史料センター所蔵 

「絵入自由新聞、錦絵（一枚物）」 

（指標）文明開化とメディアの発展、他 

（予定）13,500 コマをデジタル化し、閲覧室で提供（10 月）。 

 

・國學院大學図書館所蔵「梧陰文庫：秘庫之部」 

（指標）内閣制度の創設、大日本帝国憲法の制定 

（予定）12,000 コマをデジタル化し、閲覧室で提供（10 月）。 

 

※参考１－２を踏まえ、平成 30 年度デジタル化による資料の収集を実施。 

 

オーラルヒストリーによる資料の収集 

・「オーラルヒストリーの実施に向けて」を策定予定 

 

２．歴史公文書等の所在情報の把握          参考２－２ 

・総理大臣経験者に関する資料の所蔵機関を対象に実施予定。 

（併せて、必要に応じ過去の調査対象のフォローアップ） 

・「沖縄返還」及び「行政改革」に関する資料の調査を実施予定。 

 

３．外部への支援と他機関との協力体制の構築 

・研究者の成果物の受け皿に向けた試行的な受入れ 

（例：既に実施されたオーラルヒストリー成果物等の収集） 

・他機関との協力体制の構築に向けた検討 

（例：上記１及び２の協力機関等を中心に、継続的な連携体制を構築） 
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【既存の取組み】
(１) 歴史公文書等の散逸防止と移管の推進
(２)寄贈・寄託による歴史公文書等の積極的な収集

【国立公文書館が実施する新たな取組み】
（３）歴史公文書等を補完・補強する資料の収集（デジタル化、オー

ラルヒストリー、購入等）
→指標に基づき収集し、弾力的に保存し、将来的な評価・選別も念頭に置く
→歴史公文書等を補完・補強するという観点は、展示等で一般の理解を援けるもの
を含むため、写真・音声・動画等の文字資料以外の媒体にも視野を広げる

（４）歴史公文書等の所在情報の把握
→国に係る公文書がどこに引き継がれているか、あるいは散逸しているのか

（５）外部への支援と他機関との協力体制の構築
→研究者等によるデジタルアーカイブやオーラルヒストリーのための調査の支援、
成果物の「受け皿」となる
→収集活動を行っている他の関係機関との連絡・協議の場を設ける必要性

積極収集事業の展開イメージ

資料3

歴史資料等の積極収集事業実施方針の策定に向けて

歴史資料等の積極収集事業実施方針の骨子（イメージ）

歴史資料等の積極収集事業実施方針の策定スケジュール

１ 総則
目的、定義 事業工程、収集範囲にかかる基本的な考え方
※国立公文書館法第11条第1項第1号及び第7号（平成30年度目標）

２ 所在情報の把握
対象範囲及びその除外、実施手順

３ 歴史公文書等を補完・補強する資料の収集
対象範囲及びその除外、実施手順

４ 寄贈等による歴史公文書等の積極的な収集
経緯、対象範囲及びその除外、実施手順

５ 体制等
推進体制、他機関との協力体制、予算措置、スケジュール、
検討会等の意見の把握及び反映、方針の見直し

実施方針の骨子（イメージ）

4～6月
館担当者

（骨子案の検討）

7月
有識者会議

（骨子案への助言）

翌年1月
有識者会議

（本文案への助言）

8～12月
館担当者

（本文案の検討）

3月末
館

（実施方針制定）

～3月
館担当者

（意見を踏まえた修正）


